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第３回 新型コロナウイルス感染症  に関する
中小企業の実態調査 　　《結果報告》　　

○調査概要
・調 査 期 間：令和３年６月24日～７月７日
・調 査 対 象：本会会員組合所属企業
・回答企業数：655社（製造業：338社、非製造業317社）

○事業活動・業績への影響

１．72％がマイナスの影響が出ていると回答

　コロナウイルス感染症の影響が長期化し、多くの企業に影響を与えている。アンケートでは期間を問わな
かったが、コロナウイルス感染症拡大により事業活動にマイナスの影響が出たと回答した企業の割合は
72.1％であった。また、今後マイナスの影響が出る可能性があるとした企業の割合は、10.5％であり８割
以上の企業に悪影響が及んでいるか、将来その可能性がある事が示されている。

２．売上ヘの影響は、業種により深刻度が異なる

　前項で、マイナスの影響が出ていると回答した企業に対し、2021年４～６月の売上見込の2019年又は
2020年４月～６月との比較について質問した。結果、76.3％の企業が減少と回答している。なお、減少幅
については、30％未満と回答した企業が42.7％と最も多かった。しかし、非製造業の旅行、飲食サービス業
では、50％以上と回答した企業が最も多かった。また、食料品・飲食、繊維、機械の各製造業については、
30～50％減少との回答が最も多かった。

■ マイナスの影響が出ている
■ 今後マイナスの影響が出る
　 可能性がある
■ プラスの影響が出ている
■ 影響はない
■ わからない

72.1％
10.5％10.5％

3.4％3.4％
9.3％9.3％

3.7％3.7％
事業活動への影響（全業種）

■ マイナスの影響が出ている
■ 今後マイナスの影響が出る
　 可能性がある
■ プラスの影響が出ている
■ 影響はない
■ わからない

76.9％

7.1％7.1％

3.8％3.8％
7.4％7.4％

3.6％3.6％
事業活動への影響（製造業）

■ マイナスの影響が出ている
■ 今後マイナスの影響が出る
　 可能性がある
■ プラスの影響が出ている
■ 今後プラスの影響が出る
　 可能性がある
■ 影響はない
■ わからない

67.2％
14.2％14.2％

0.6％0.6％
11.4
％

11.4
％

3.8％3.8％
2.5％2.5％

事業活動への影響（非製造業）
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３．先行きは依然として不透明

　前項で「減少の見込み」と回答した企業に対して、売上がコロナ禍影響前に戻るのがいつ頃になるかの�
予想を質問した。
　不明とした企業が36.6％であり、多くの企業が予測すらしかねる異常事態が続いていることを示して�
いる。また、期間について予測を回答した企業についても、１年超とした割合が28.0％と最も高く、多く
の企業が事態の長期化を懸念していることが見てとれる。
　比較的早期回復を見込み、６ヶ月後とした回答は11.0％、３ヶ月以内とした回答はわずか2.2％との結果
であった。

■ 50％以上減少の見込み
■ 30～50％減少の見込み
■ 30％未満減少の見込み
■ 横ばい
■ 増加の見込み

10.8
％

42.7％42.7％

22.8％22.8％
17.4％17.4％

6.3％6.3％
売り上げ見込み昨対比（全業種）

■ ３か月以内
■ ６か月後
■ １年後
■ １年超後
■ 不明28.0％28.0％

22.2％22.2％

11.0
％
11.0
％

36.6％36.6％

2.2％2.2％
売り上げがコロナの影響を受ける前にもどる予測（全業種）

■ 50％以上減少の見込み
■ 30～50％減少の見込み
■ 30％未満減少の見込み
■ 横ばい
■ 増加の見込み

10.3
％

43.1％43.1％

25.6％25.6％
13.5％13.5％

7.5％7.5％
売り上げ見込み昨対比（製造業）

■ 50％以上減少の見込み
■ 30～50％減少の見込み
■ 30％未満減少の見込み
■ 横ばい
■ 増加の見込み

11.2
％

42.2％42.2％

19.8％19.8％21.7％21.7％

5.0％5.0％
売り上げ見込み昨対比（非製造業）

■ ３か月以内
■ ６か月後
■ １年後
■ １年超後
■ 不明26.1％26.1％

23.4％23.4％

10.4
％
10.4
％

37.4％37.4％

2.7％2.7％
売り上げがコロナの影響を受ける前にもどる予測（製造業）

■ ３か月以内
■ ６か月後
■ １年後
■ １年超後
■ 不明30.3％30.3％

20.7％20.7％

11.7
％
11.7
％

35.6％35.6％

1.6％1.6％
売り上げがコロナの影響を受ける前にもどる予測（非製造業）
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４．新型コロナ感染症による具体的な影響

　感染拡大による具体的な影響としては、
78.6％が受注・売上の減少を挙げている。
次いで、38.2％が顧客・来客の減少、以下
雇用維持の負担増（25.0％）、仕入の減少
（21.4％）、流通の停滞（18.3％）と続く。
　このように、売上ヘの影響だけではなく、
材料・商品の供給にも影響が及んでいるこ
とが明らかとなっている。

0 200 400 600

78.6％78.6％515
38.2％38.2％250

25.0％25.0％164
21.4％21.4％140
18.3％18.3％120
16.5％16.5％108

9.0％9.0％59
8.1％8.1％53

その他

受注・売り上げの減少
顧客・来客の減少
顧客維持の負担増
仕入れの減少
流通の停滞

資金繰りの悪化

工場・店舗の閉鎖・休業

感染拡大による具体的な影響

○支援策等の活用状況

１．支援金・助成金の活用状況

　本調査の回答者は前回調査と同一ではな
く、回答数にも大きな差があるため、単純
比較は出来ないが、本項については前回�
調査と設問回答が同一であるため、参考�
までに前回比較も行う。
　支援金・助成金の活用状況については、
47.0％が雇用調整助成金を受給している。
前回調査時には41.3％であったが、特例
措置の期間延長が続いたことや、比較的�
申請が簡単にできることにより活用する�
割合が増えたと考えられる。次いで、令和３
年２月に申請期限が終了した持続化給付金 0 100 200 300 400

47.0％47.0％308
39.4％39.4％258

32.5％32.5％213
19.7％19.7％129
18.3％18.3％120

9.6％9.6％63
7.8％7.8％51
6.9％6.9％45
5.5％5.5％36
3.4％3.4％22
2.9％2.9％19
2.7％2.7％18

働き方改革推進支援助成金（テレワークコース）

雇用調整助成金
持続化給付金

利用なし
制度融資（国）

家賃支援給付金
制度融資（府）
一時支援金

大阪府休業要請外支援金
ものづくり・商業・サービス補助金
大阪府休業要請支援金

その他

支援金等の活用状況

５．影響に対する対策

　コロナウイルス感染症により生じた影響
に対する具体的な対策について質問した。
本項に示す回答には、検討中のものも含ま
れるため、回答内容がどの程度実際に行わ
れたかについては不明である。
　対象企業の51.0％が「給付金・助成金・
補助金の活用」を挙げ、次いで「出張の停止・
削減」（29.3％）、「融資の活用」「仕入の
調整」（同数・27.8％）であった。
　当然ではあるが、給付金・助成金・補助金
といった、行政による金銭面でのサポート
のニーズが高いことが明らかとなった。 0 100 200 300 400

51.0％51.0％334
29.3％29.3％192
27.8％27.8％182
27.8％27.8％182
27.3％27.3％179

24.7％24.7％162
21.8％21.8％143

19.2％19.2％126
15.3％15.3％100

11.6％11.6％76
10.4％10.4％68

4.9％4.9％32
3.4％3.4％22

金融機関・支援機関へ相談

給付金・補助金・助成金等の活用
出張削減・停止

仕入れの調整
融資の活用

オンライン商談の活用
営業時間の短縮

時差出勤
在宅勤務（テレワーク）

新分野への進出
特になし

その他
人員整理

感染拡大の影響に対する具体的な対策
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○まとめ
　コロナウイルス感染症の影響は長期化し、未だ深刻な状況が続いている。しかし、わずかではあるが改善
の兆しも見られる。
　前提が異なるため単純比較は出来ないが、前回調査時には、2020年４～９月の売上高が前年比50％未満
となった回答は33.5％であったが、今回調査では今年４～６月の売上前年比予測において減少幅50％以上
（売上前年比50％未満）とした企業は8.8％まで減少している。
　また、前回調査時と比較して、何らかの支援金・助成金を活用した企業の割合も増加しており、国や自治体、
公的機関の支援策の活用は進んでいる可能性がある。
　とはいえ先行きは不透明で、多くの企業が売上の回復時期を予測出来ていない。さらに、調査終了後には
国内の感染が再拡大し、「第５波」に直面する事態となっている。大阪府においては４回目の緊急事態宣言
が発出される事態となっており、状況は悪化した可能性も高い。
　影響の長期化により、多くの企業は体力を消耗し、限界を迎え倒産する企業の増加が懸念される。給付
金・助成金等のさらなる充実等、支援の拡大が求められる。

２．行政や関係機関に希望する支援

　行政や関係機関に対し希望する支援とし
ては、34.0％「雇用調整助成金特例措置の
延長」、29.5％の企業が「税・社会保険料等
の猶予・減免措置延長」を挙げているなど、
当面の事業存続のための資金面への直接�
支援を希望する企業が多い。一方で、「雇用
調整助成金特例措置の延長」と同数の34.0
％が「設備導入・販路開拓等に関する補助金
の継続」を臨むなど、コロナ後の成長を�
見据えた支援を望んでいることにも注目し
たい。また、「ワクチン職域接種に対する
サポート」（28.9％）の希望も多かった。 0 50 100 150 200 250

34.0％34.0％223

34.0％34.0％223

29.5％29.5％193

28.9％28.9％189

22.3％22.3％146

19.2％19.2％126

18.5％18.5％121

15.1％15.1％99

5.0％5.0％33

支援金などの申請サポート

販路・取引先開拓支援

雇用調整助成金特例措置の延長

設備導入・販路開拓に関する補助金の継続

税・社会保険料等の猶予・減免措置延長

ワクチン職域接種に対するサポート

返済条件の変更（返済金額や年数など）

緊急融資限度額の拡充

その他

行政や関係機関等に希望する支援

は、39.4％（前回41.3％）が利用した。国の制度融資を活用した企業は32.5％となっており、前回（23.7％）
より活用した企業の割合が増えている。
　「利用なし」とした割合は19.7％となっており、80.3％の企業が何らかの支援金・助成金等が活用できた
ことになる。

■�事業主の皆様への新型コロナウイルス感染症に関する主な支援策が下記URLに掲載されております
ので、ご覧願います。

　https：//www.pref.osaka.lg.jp/attach/38332/00000000/shiensaku-jigyousha.pdf
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天気図の見方…�各景況項目について「増加」（または「好転」）業種割合から「減少」（または悪化）業種割合を引いた値をもとに作成。その基準
は右記のとおりです。ただし、在庫数量はプラスの場合は雨、マイナスの場合は晴れの方向に表しています。

DI（Diffusion� Index：ディフュージョン・インデックス）とは、景気動向指数や景気判断指数と呼ばれており、景気動向を
早期に把握するために使われる指標である。「増加・上昇・好転」といったプラス回答の比率から、「減少・低下・悪化」とい
うマイナス回答の比率を差し引いて求める。
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大阪府中央会情報連絡員報告

府内中小企業の 景 況 7月
2021年

景況天気図

令和３年
７月分

全　産　業 製　造　業 非 製 造 業
６月 ７月 前月比 ６月 ７月 前月比 ６月 ７月 前月比

売 上 高
△12 △29 ↓

―17

△13 △37 ↓
―24

△10 △13 ↓
―3

在 庫 数 量
△16 △21 ↑

―5

△13 △19 ↑

―6

△50 △67 ↑

―17

販 売 価 格
△　3 △21 ↓

―18

△19 △19 →
0

　10 △38 ↓
―48

取 引 条 件
△16 △21 ↓

―5

△20 △25 ↓
―5

△10 △12 ↓
―2

収 益 状 況
△36 △34 ↑

2

△60 △44 ↑

16

△10 △25 ↓
―15

資 金 繰 り
△20 △21 ↓

―1

△27 △31 ↓
―4

△10 　  0 ↑

10

設備操業度
△27 △18 ↑

9

△40 △31 ↑

9

雇 用 人 員
△12 △13 ↓

―1

　　0 △13 ↓
―13

△30 △13 ↑

17

業界の景況
△38 △33 ↑

5

△56 △63 ↓
―7

△30 △13 ↑

17

１�．７月のＤＩは、全９指標のうち５指標が悪化、主要３指標は、売上高17ポイント低下、収益
状況２ポイント上昇、業界の景況は５ポイント上昇した。

２�．７月末時点では、製造業では５指標のＤＩが悪化し、また非製造業では４指標のＤＩが低下
している。
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業種別概況（７月分）

【製造業】

水産食料品製造業

　緊急事態宣言解除後、休業していた飲食店からの注文
が少し増加したが、まん延防止等重点措置が適用され、
酒類の提供に人数制限や営業時間の短縮要請もあり、 
水産物（特に生鮮）の売り上げは減少した。

綿・スフ織物製造業

　コロナ禍により、店頭販売の不振などで在庫が増えて
いる。

毛布製造業

　コロナ禍による需要の低迷などにより、先行きが不透明
である。

木材加工業

　コロナ禍で木材の需給が逼迫し価格が高騰した影響等
により、業界全体の景況が悪化している。

古紙収集加工業

　７月は緊急事態宣言、その後の蔓延防止策、さらに梅雨
が重なり、地域での集団回収が行なわれなかったことも
あり古紙の集荷は非常に悪く、新聞の発行部数減も景気

全産業　Ｈ23年７月～R３年７月のDIの推移

全産業　R２年７月～R３年７月のDIの推移
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の悪化に大きく影響している。段ボール原紙の輸出量が
増えた事で段ボール古紙として国内への還流が少ない事
も景気悪化の一因である。

製本業

　コロナ禍の影響が日々増し、例年に比べ概ね２０％～
３０％の減収の企業が多数存在している。

シール印刷業

　全体として売上げは増加傾向であるが、業種によって
ばらつきがあり、工業系、薬品関係、食品関係等は好調、
医療関係を扱うところは依然低調に推移している。

セルロイドプラスチック製品製造業

　前月比２%ダウン、 前年比±０%と上昇機運がなく 
収益的には厳しい状況が続いている。

石鹸洗剤製造業

　昨年４月の緊急事態宣言発令で、石鹸・洗淨剤市場に
大きな特需があったが、今年はその特需の反動減で石鹸
や漂白剤の落込みが大きくなっている。コロナ特需の 
反動減が大きいなか、洗顔・ボディ用身体洗浄剤と合成
洗剤の住宅・家具用が順調な伸びを見せている。

砕石加工業

　前年より砕石類の出荷数量が約８%減少している。

建築金物製造業

　全建築物の着工床面積は前年度比８.５%の減少、同 
新設住宅着工戸数は、前年度比８.１%の減少、同リフォ
ーム・リニューアルの受注高は、前年度比１６.５%の減少
となった。

産業機器製造業

　自動車業界は、コロナに関係なく、早くもコロナ以前
の景況感に戻っている。

印刷製本機械製造業

　コロナ禍による商談機会の減少により夏場以降の生産
計画が立っておらず、厳しい状況である。

【非製造業】

衣服・身の回品卸売業

　コロナ禍でネット通販や電子商取引が進む一方、政府
からの休業要請に対応し、大型店舗や百貨店へ納入して
いる業者は厳しい状況である。

二輪自動車小売業

　新車の供給が滞っているので受注残が多く、中古車 
価格が上昇し販売価格も増加している。

商店街

　コロナ禍により休業が続き景況は悪化している。

地質調査業

　建設業界は国土交通省が向こう３ケ年にわたり、国土
強靭化政策を推進するため、積極的な地盤調査発注が 
行われており、景況は好転している。

警備業

　新型コロナウイルス感染拡大の影響から前期の警備 
業務は減少したが、今期は若干であるが好転に推移して
いる。

タイル工事業

　建築資材、特に木材の入荷が減少し、着工の延期等で
工事件数が減少している。
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中小企業組合等活性化を
中央会が支援します！

支援メニュー
①　組合ビジョン・中期計画作成支援
　組合の基本的・総合的な方針であるビジョンや中期計画作成を支援します。
　（支援内容）��組合の課題、業界動向分析、組合のビジョン検討会（５回）への参画、アンケート実施、

計画取りまとめアドバイス

②　組合事業計画作成支援
　組合の新規事業や既存事業再構築の事業計画作成を支援します。
　（支援内容）�組合事業の課題分析、業界動向分析、新事業戦略検討会（５回）への参画、事業計画�

取りまとめアドバイス

③　組合事業活性化支援（教育情報事業以外）
　組合の事業計画の実施、共同事業の企画・実施などを支援します。
　（支援内容）��組合事業の課題分析、業界動向分析、事業実施検討会（４回）参画、事業実施アドバイス

④　組合事業活性化支援（教育情報事業）
　�組合が単独では対応できない課題解決のための研修会等に対して、企画、講師派遣や会場選定など、
開催全般にわたり支援します。

　（支援内容）�組合事業の課題分析、業界動向分析、事業実施検討会（２回）参画、事業実施アドバイス

⑤　異業種企業グループ事業計画作成支援
　�業種が異なる企業が連携して行う新事業計画（新商品開発計画、新サービス事業計画等）の作成を支援
します。

　（支援内容）新商品開発・新サービス創出プラン検討会（５回）への参画、計画取りまとめアドバイス

支 援 対 象
　◇　①～④は、大阪府内に主たる組合事務所がある事業協同組合、商工組合、商店街振興組合
　◇　⑤は中小企業４社以上で構成される異業種グループ

留 意 点
　◇　申し込みは、年度内、１支援メニューのみの利用となります。
　　　※次の場合は、重複利用が出来ます。（いずれの場合も、年間の利用上限は２回です）
　　　　⃝①と（③又は④）　　　⃝②と（③又は④）
　　　　⃝③（①又は②の計画具体化のための支援に限る）と④
　◇　過去支援した同一課題の支援申込はできません。
　◇　�支援依頼事業が、行政機関や他の支援機関からの支援（補助金や専門家派遣など）を受けてい

る場合は、重複利用ができません。

お問い合わせ先 大阪府中小企業団体中央会　TEL（06）6947－4370～1

　大阪府中央会では、大阪府から「組合等事業向上支援事業」を受託する支援機関として、課題の
解決に積極的に取り組む中小企業組合や中小企業の異業種グループに対して、指導員又は専門家を
派遣し、事業活性化支援等を実施しております。是非ご活用ください。
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大阪府中小企業団体中央会 役員組合紹介

協同組合 ジャパンデザインプロデューサーズ
ユニオン

〔組合について〕
　�協同組合 ジャパンデザインプロデューサーズユニオンは1975年、日本
最初のデザイン協同組合（創設時大阪デザインオフィスユニオン）とし
て発足。以来、デザイン事務所の経済的安定と社会的地位の向上を促進
する活動を続けてまいりました。
　�昨今では官公需適格組合として、あるいは産・官・学連携を通じての、
多彩な業界振興事業が各方面から高く評価されています。
　�2010年、協同組合 ジャパンデザインプロデューサーズユニオン（JDPU）
に名称変更し、その活動範囲を全国組織へと拡大するとともに、（協組）
ジャパンデザインプロデューサーズユニオン（JDPU）認定プロデューサー
制度を立ち上げ、従来の事業所組合から、デザインプロデューサー制度
有資格者個人を含めた、クリエイティブビジネスを総合的にプロデュース
する新エキスパート集団として、活発に活動を続けています。

〔組合概要〕
　組合住所　大阪市北区天満三丁目４番10号かわいビル�３A
　組合電話　06－6949－8578
　理 事 長　吉田　順年（�大阪府中小企業団体中央会　常任理事

／株式会社スタジオノイエ　代表取締役）
　副理事長　廣瀬　　滋　　上野�あきら
　専務理事　冨田　直人

大阪オートバイ
事業協同組合

〔組合について〕
　�当組合は昭和59年に設立され現在大阪府下のオートバイ販売店260店舗
が加盟しております。主たる事業は東大阪市の組合事務局で毎週水曜日に
開催するオートバイのオークション事業で毎週400台の中古オートバイ
がオークションで競り落とされていきます。オークションはコンピュー
ターセリで行われインターネットにより組合員が店舗や自宅からでも�
応札できます。またオートバイに付帯する部品の共同購買も行っていま
す。オートバイ販売はピークの昭和50年代には全国で340万台ありまし
たが昨年は34万台と１割に市場が縮小しました。しかし大型オートバイ
は増加して趣味として定着してきました。

〔組合概要〕
　組合住所　東大阪市布市町３丁目２番51号
　組合電話　072－986－1912
　理 事 長　池淵　香次（�大阪府中小企業団体中央会　理事／

有限会社池　代表取締役）
　副理事長　月城　在萬　　山口　昌彦
　　　　　　石田　　章　　後藤　勝彦
　専務理事　福井　二朗
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大阪釦服飾手芸
卸協同組合

〔組合について〕
　�当組合は昭和22年発足以降、74年にわたり西日本地区最大の釦服飾手芸
用品の団体として活動を続けています。
　�組合の主事業「OSAKA手づくりフェア」は毎年９月に大阪の秋を彩る
手芸イベントとしてこれまで37回開催し、手づくりでの創作活動の啓発・
業界発展に尽力してきました。平成22年からは服飾学生達から既存の�
服飾品をベースにデコ・リメイクした作品を募集・表彰する産学連携�
イベント「デコリメイクチャレンジ展」を毎年開催、次世代への育成に
も力を入れてきました。
　�また、現在の当組合のスローガン
　�『Let’s�begin�our�Sustainability!�～子供たちの未来のために 持続可能
な循環型社会のために～』
　�この理念を掲げ、日々邁進してまいります。

〔組合概要〕
　組合住所　大阪市中央区南久宝寺町２丁目１番２号
　　　　　　竹田ビル５階
　組合電話　06－6262－4827
　理 事 長　稲垣　利典（�大阪府中小企業団体中央会　理事／
　　　　　　　　　　　 稲垣服飾株式会社　代表取締役）
　副理事長　島田　昌建　　青木喜延　
　専務理事　吉村　周平　　西島輝彦

大阪府印刷工業
組合

〔組合について〕
　�本年度の主な活動はマーケティング部門では顧客の課題解決を行う印刷
会社、ソリューショインプロバイダーへの業態変革を加速させる支援�
事業を実施致します。生産連携と効率化をすすめるDX（デジタルトランス
フォーメーション）の研究を行います。対内交流、組織強化部門では組織
の基本である支部、支部長のサポートを強化すると共に組合情報の流通
をスムーズに行う活動を行います。広報・渉外部門では印刷産業のファン
づくりを考え広報誌、WEB、SNSでの発信を積極的に行うと共に印刷業
の魅力を伝えるイベントを開催いたします。また本年度より2025大阪・
関西万博への協力を目的とした会議体を立ち上げ印刷業界の
持つ知見を活かした貢献策を企画立案いたします。

〔組合概要〕
　組合住所　〒534-0027　大阪市都島区中野町4－4－2
　組合電話　06－6353－3035
　理 事 長　浦久保康裕（大阪府中小企業団体中央会　理事／
　　　　　　　　　　　 株式会社一心社　代表取締役）
　副理事長　東條　秀樹　　山崎　一彦　　家田　裕光　
　専務理事　松本　浩一
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　大阪府中央会では、大阪府より中小企業組合の適正な運営を図るための「中小企業組合運営指導
事業」を本年度も受託いたしました。
　本事業では、組合役職員の皆様を対象に、組合の運営に必要な知識を習得するために中小企業等
協同組合法や同施行規則、組合会計・税務等に関する研修会をＷｅｂ配信により実施します。
　詳細につきましては、９月下旬に案内チラシの送付、ホームページ、メルマガ等でご案内いたし
ますので、是非ご視聴ください。
　＊配信予定時期　令和３年１０月～令和４年２月

お問い合わせ先 大阪府中小企業団体中央会　連携支援部　
TEL（06）6947－4371

令和３年度「中小企業組合
運営指導事業」を受託しました
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エル・おおさか
〒540－0031　大阪市中央区北浜東3ー14

大阪府中小企業団体中央会
連携支援部  連携支援課
電話：06ー6947ー4371
URL：https://maido.or.jp/試験会場

大阪府
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中小企業組合検定試験を受けて
中小企業組合士を目指しませんか？

　近年、中小企業組合に対してガバナンスの充実が求められています。広く社会の信頼を高め、
社会的責任を果たすには、組合運営の経験と専門知識を備えた人材が必要です。中小企業組合士
は、組合の業務を執行する役員や実務を担う事務局の方々に挑戦していただきたい資格です。
　現在、全国で約３,０００名の中小企業組合士が登録されており、組合はもちろん中小企業団体
中央会、 商工中金等それぞれの分野において活躍しています。
　試験科目は「組合会計」「組合制度」「組合運営」の３つです。一部科目合格については翌年から
３年間、その科目の受験が免除されます。
　ここでは、令和２年度に出題された問題の一部を抜粋して掲載しました。お申し込み方法など 
くわしくは試験案内及び大阪府中央会ホームページをご覧ください（https：//www.maido.or.jp/）。

組合会計
Ｑ１ 　中小企業等協同組合会計基準の事業報告書及び決算関係書類、監査制度に関する次の文章

にある イ ～ ホ について、語群Ａ～Ｐの中から最も適切なものを選びなさい。

１．（決算関係書類）
　�　決算関係書類とは、 イ 、賃借対照表、損益計算書、剰余金処分案（又は損失処理案）を
いう。賃借対照表は、継続的な会計帳簿の記録から誘導的に作成され、一定の日時における組合
の ロ を明らかにする資産、負債、純資産の対照表である。そして損益計算書は、１事業
年度の損益をその発生源泉別に収益と費用を対応して示し、組合の ハ を表示しようとする
ものである。

２．（監査制度）
　�　監査人は、監査の実施及び報告書の作成に当たって、職業的専門家としての ニ を払わな
ければならない。また監査人は、十分な ホ を入手して、財務諸表に対する自己の意見を
形成するにたる合理的な基準を得なければならない。

〔語　　群〕
Ａ．会計帳簿� Ｂ．活動状況� Ｃ．監査証拠� Ｄ．経営成績
Ｅ．公正不偏の態度� Ｆ．財産目録� Ｇ．財政状態� Ｈ．事業報告書
Ｉ．証憑書類� Ｊ．将来性� Ｋ．正当な注意� Ｌ．特別の利害関係
Ｍ．独立の意識� Ｎ．身分的独立性� Ｏ．偏見� Ｐ．予見

Ｑ２�　Ａ協同組合の次の取引についての仕訳を記入しなさい。勘定科目は下記の勘定科目欄から
選択して使用すること。なお、消費税等の会計処理については税抜経理方式を採用している。

１�．組合員甲に対する売掛代金1,000,000円のうち、450,000円は甲振出しの約束手形で受け
取り、残金は本組合の普通預金口座に振り込まれた。

２�．理事会で当組合への加入が承認されたＢ社より、出資金1,000,000円及び加入事務手数料
88,000円（うち消費税等8,000円）が組合の当座預金口座に入金された。
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〔勘定科目欄〕
◦加入手数料収入� ◦当座預金� ◦売掛金
◦貸倒引当金繰入� ◦受取手形� ◦減価償却累計額
◦仮受消費税等� ◦教育情報費用繰越金取崩� ◦貸倒引当金
◦出資金� ◦普通預金� ◦減価償却費
◦教育情報費用繰越金

組合制度
Ｑ１  　次の文章は、中小企業基本法からの抜粋である。文中の Ｃ 、 D に語群①～

⑳の中から正しいものを選びなさい。

（海外における事業展開の促進）
第�十六条　国は、中小企業者がその事業基盤を国内に維持しつつ行う海外における事業の展開を
促進するため、海外における事業の展開に関する情報の提供及び Ｃ の充実、海外における
事業の展開に必要な資金の円滑な供給その他の必要な施策を講ずるとともに、中小企業者が供給
する魅力ある商品又は D に対する海外における関心及び理解の増進に努めるものとする。

〔語　　群〕
①広報� ②国民経済� ③組織体制� ④福祉� ⑤破産
⑥貿易� ⑦人材� ⑧倒産� ⑨経営理念� ⑩円滑化
⑪職業能力� ⑫研修� ⑬企業活動� ⑭抑制� ⑮役務
⑯産業� ⑰技能� ⑱基本理念� ⑲技術� ⑳労働力

Ｑ２��　次の文章は、中小企業組合について述べたものである。文中の Ａ 及び B に
入る適切な組み合わせを選択肢①～③の中から選び、その番号を記入しなさい。

　役員は、必要常置の機関であり、常に定款に定めた定数を充足すべきであるが、欠員が生ずること
もある。この場合、組合運営上は早急に補充することが望ましいが、法律は、役員の定数の

Ａ を超える欠員が生じた場合に、 B の補充義務を規定している。

　①　Ａ　４分の１　　Ｂ　２ヶ月以内　　　　②　Ａ　２分の１　　Ｂ　２ヶ月以内
　③　Ａ　３分の１　　Ｂ　３ヶ月以内

組合運営
Ｑ１  　次に掲げた文章について、運営上の判断として適切なものには〇印を、適切でないもの

には×印を記入しなさい。

１．組合員が200人を下回ったが、総代会を開催した。

２�．新型コロナウイルス感染症への感染リスクを考慮して日時、場所等を特定せず書面のみで総会
の議決を行った。

３�．臨時総会を開催し、次年度の事業計画と収支計画を審議した。
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お問い合わせ先 大阪府中小企業団体中央会　連携支援部　連携支援課
TEL（06）6947－4371

４�．理事８人（定数６人以上８人以内）の組合において３人の理事が同時に辞任し、５人となった。
理事定数の下限を下回った場合、辞任した理事には残任義務が生じるが、この場合３人全員に残任
義務が生じると解釈し、理事会の開催通知を発出した。

５．理事会で審議事項の決議を行ったが、可否同数になったので理事長が最終判断を行った。

　 解　答

　 組合会計

　

Ｑ１
イ ロ ハ ニ ホ

Ｆ Ｇ Ｄ Ｋ Ｃ

　

Ｑ２
借　　方 貸　　方

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

１ 受取手形
普通預金

450,000円
550,000円 売掛金 1,000,000円

２ 当座預金 1,088,000円
出資金
加入手数料収入
仮受消費税等

1,000,000円
80,000円
8,000円

　

組合運営

Ｑ１
１ ２ ３ ４ ５

× × ○ ○ ○

組合制度

Ｑ１
C D

⑫ ⑮

Ｑ２

③
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シリーズ 「コロナ禍における経営戦略」②

テレワーク、機械設備導入による生産性向上
（一社）大阪中小企業診断士会　中小企業診断士　窪津正充

　近年は新型コロナウイルス感染症流行の影響で、急激な市場の環境変化に対応せざるを得ない
企業も多いかと思います。このような市場の環境変化に適切なテレワーク体制および機械設備
の導入により、生産性を向上させたＡ社の事例をご紹介します。

◆事例企業　卸小売業A社
　Ａ社は、各種文房具、ランドセルの企画・販売をしている卸小売業です。Ａ社の従業員数は
総数４０名で、内訳は正社員１０名、季節性アルバイト３０名の構成です。Ａ社は文房具や 
ランドセルの名入れ刻印サービスをEＣサイト上（インターネット市場）でいち早く導入する
など、常に魅力ある商品やサービスをお客様に提供してきました。自社努力の甲斐もあり、
EＣ近畿エリア、キッズ・ベビー・マタニティ、キッズ・ジュニアジャンルなどのEＣサイト
部門において数々の受賞実績があります。

１．ご相談内容
　全国的に入園・入学準備が集中する２～３月の時期は学校で名前を明記するルールがあり、
名入れサービスが殺到する為、年間で一番の繁忙期になります。Ａ社の売上高のおよそ７割が
この時期によるものです。EＣ市場のお客様の要望は年々高まっており、『納期』『商品品質』
『品揃え』『スタッフ対応』等全ての面で要望に応えていくことが必要です。
　文房具は自社でレーザー名入れサービスを行っています。しかし、ランドセル名入れサービス
は現在外注利用しており、 納品までに１～２ヶ月要します。 ２～３ヶ月前の注文において 
納期遅れや顧客満足度を下げる可能性があると社長が判断した際は、やむを得ずEＣサイト上
にて“在庫切れ”にして意図的に受注制限をかけていました。“在庫切れ”表示により購入できな
かったリピーター（連続購入顧客様）からは「在庫切れを解消してほしい」等の意見をいただ
いていました。本来得られるはずであった利益の機会損失があり、生産性を向上して機会損失
を解消できないかとご相談を頂きました。

２．予想外の環境変化
　２０１９年明けから新型コロナウイルス感染症が拡大しました。政府は４月７日に特別措置法
に基づく第１回緊急事態宣言を７都府県に宣言し、４月１６日には全都道府県に緊急事態宣言
の地域を拡大しました。当時のＡ社は在宅勤務や間引き出社せざる得ない状況になり、人手不足
のため業務に支障をきたしました。インターネット通販需要は、緊急事態宣言下でも影響を受け
にくく以前と変わらずに受注があるために、 お客様の要望に応え続けなければなりま 
せんでした。
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３．環境分析
　Ａ社からのヒアリングをもとに、Ａ社とともに環境分析をSＷOT分析で整理しました。

【強み（Strength）】 【弱み（Weakness）】
◦�各種文房具においての自社オリジナル製品
の企画・デザイン力

◦�ディズニー、バービー等のサブライセンス
契約を結んでコラボ商品の展開

◦�通販管理、名入れサービス管理などができ
るITリテラシーの高い人材

◦�お客様第一にサービスを提供してきたこと
による数多くのECサイト高評価（楽天�
ショップ4.70。高評価4.2以上で優良ショ
ップといわれている）

◦繁忙期に受注集中による機会損失が発生
◦�繁忙期に季節性アルバイトを雇って対応し
ているが、教える時間が必要で人材教育が
効率的でない
◦�社内で５S（整理・整頓・清潔・清掃・躾）
が行き届いておらず、棚卸しやピッキング
に時間がかかり効率的でない

【機会（Opportunity）】 【脅威（Treat）】
・B�to�C物販系分野のEC化伸び率が増加
・�EC化率が高かった物販分野の１位は「事務
用品・文房具」

◦�新型コロナウイルス感染症の第２波による
さらなる市場環境変化（当時は第１回緊急
事態宣言解除後）
◦�新型コロナウイルス感染症の長期化による
在宅勤務や間引き出社などの規制の恐れ

４．課題の設定
　環境分析からＡ社の課題を設定しました。Ａ社の工程の流れを下図に示します。テレワーク
勤務体制を構築した工程は『受注』『デザイン入力』で、レーザー名入れサービスの設備導入を
行った工程は『名入れ』です。

　 受注 ピッキングデザイン
入力 名入れ 梱包 ラベル

貼り 発送

　①テレワーク勤務体制の構築
　　 　ニュースでも取り上げられている通り、新型コロナウイルス感染の第２波の影響は十分

に考えられました。新型コロナウイルス感染下の中でも、受注に応え続けられるように主力
メンバーの業務を在宅テレワーク勤務に置き換えます。現場工程は無理ですが、受注、デザ
インデータ入力工程を在宅でできるようにします。お客様の要望に応え続けられるように
テレワーク勤務体制を構築します。

　②名入れサービスの強化
　　 　Ａ社は、鉛筆用刻印レーザー機を４台、万年筆用刻印レーザー機を１台保有して名入れ

サービスを行っていました。お客様の受注に合わせて名入れ刻印サービスを強化していき
ます。

　　▶ランドセル刻印が可能なレーザー刻印サービスの内製化
　　　 　今まで外注していたランドセルレーザー刻印サービスを内製化します。内製化すること

により長い１～２ヶ月の外注納期が解消されて、受注制限をかけていた販売量を増やして
売上を増加することができます。

　　▶鉄・ステンレス文房具の刻印が可能なレーザー刻印機導入による生産量向上
　　　 　鉄・ステンレス用刻印レーザー機を１台追加導入します。今までボトルネックとなって

いる鉄・ステンレス製万年筆のレーザー刻印を改善して、生産量を増加することができ
ます。



大阪府中央会お知らせ

特　　集

調査・研究

組合情報

組 合 等
事業向上
支援事業
関連情報

大 阪 府
中 央 会
お知らせ

 2021．9月号 19

　③社内教育の徹底～５Ｓと品質管理～
　　 　商品の種類や点数が多いほど５Sの重要性が増します。５S教育によって、物流倉庫に

おける棚卸しやピッキングの時間短縮、お客様からのクレーム率を低減させます。

５．課題を解決するための取組みと効果
　課題を解決するための取組みと効果を示します。
　①テレワーク勤務体制の構築
　　 　情報システム会社と取り組んで、受発注入力やデザインを行う担当者が在宅で、会社に

来なくても主力業務できるようにテレワーク勤務体制を整えました。当時、新型コロナ 
ウイルス感染症に対する第１回緊急事態宣言は解除されたものの第２波による感染拡大が
懸念されていました。そして日本政府より三密（密閉、密集、密接）状態を避けるような
勤務体制を求められていました。テレワーク勤務体制を構築することで、担当者が在宅でも
受注業務とデザインデータ入力業務が可能になりました。またテレワーク勤務体制を構築
することで、以降の年間間引き出社数が０日になりました。

　②名入れサービスの強化
　　 　ランドセル用刻印レーザー機１台を導入することで、外注利用しないで社内でランドセル

に名入れサービスを内製化できました。鉄・ステンレス用刻印レーザー機１台を導入する
ことで、万年筆用レーザー名入れサービスのボトルネック工程が解消されました。１~２ヶ月
の納期で外注利用していたレーザー名入れ工程は、理論的には１日で、繁忙期でも４日 
あれば終えることができるようになりました。

　　 　入園・入学準備が集中する繁忙期に受注制限をかけていましたが、名入れサービスの強化
により納期が短縮でき、１日当たりの生産量を増加することができました。今まで取り逃が
していた多くの受注が対応可能になり次年度に売上が５%、労働生産性（付加価値額÷ 
従業員数）が１１%向上することができました。そして、お客様からの要望にも応えること
ができて、会社のイメージアップにつながりました。

　③社内教育の徹底～５Ｓと品質管理～
　　 　社長自らが日々従業員に対し商品の取り扱い方から、５Sと品管管理の重要性を教育する

ようになりました。その為、５Sと品管管理は社員共通意識となり、物流倉庫における 
棚卸しやピッキングの時間短縮、お客様からのクレーム率を低減するなどの顧客サービス
向上に繋がるようになりました。

６．終わりに
　Ａ社は以前から、会社の変革を模索されていました。自社の強みや弱みを考慮して、環境変化
に対応した変革することを考えておられました。その折に新型コロナウイルス感染症が拡大し
て、大きな環境変化が起こりました。会社の変革を模索されていたＡ社は、環境変化を柔軟に
対応して売上と生産性を向上させました。新型コロナウイルス感染症という大きな環境変化が
世界中で起きています。苦しい業界もあるかと思いますが、新型コロナウイルス感染症の流行
が治まるころには飛躍できるように、今こそじっくりと対策を講じて頂きたいと思っております。
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企業・団体・自治体・市民団体等の参加
　企業・団体・自治体・市民団体等の参加者は、ともにテーマの実現を目指すパートナーであ
る。大阪・関西万博では、これまでの万博よりもさらに幅広い参加ができるよう、多様な参加
の枠組みを用意する。

企業・団体の参加
●多様な参加形態を用意

　企業・団体の参加は、パビリオン出展、テーマ事業協賛、未来社会ショーケース事業参加、
「TEＡＭ　EＸＰO２０２５」プログラム参加、催事参加、営業参加等がある。パビリオン
出展は９区画程度を設け、一部を共同館とする場合も想定する。

資金協賛
催事プログラムの持ち込み

催事参加
主催者催事への協賛又は
参加催事の持ち込み

会場内営業施設出店
ライセンスビジネス参加

営業参加
物販・飲食・サービスに

よる参加 指定寄附
施設提供・貸与
広報参加
運営参加

その他

先端技術・システムの提供・運用

未来社会ショーケース事業参加
企業・団体が持つ先端技術やシステムを用いて、

会場内での実証や実装を行う

テーマ実現に向けた活動の創出・支援
資金協賛

「TEAM�EXPO�2025」プログラム参加
会期前より2025年に向けてテーマの実現を
目指して共創する取組への参加及び協賛

敷地面積約3,500㎡（９区画程度）
一部を共同館とする場合も想定

パビリオン出展
（敷地渡し方式）

建ぺい率70％以下（原則）高さ制限12ｍ以下程度

資金協賛
設備・サービス提供

テーマ事業協賛

主催者が企画するテーマ事業に協賛者として参加

※2020年12月現在の予定。区画数及び面積等は変更となる可能性がある。

企業・団体の参加

　（以上「2025年日本国際博覧会　基本計画」47頁より転載）

「大阪・関西万博 基本計画紹介（その３）」

お問い合わせ先 大阪府中小企業団体中央会　総務部　総務企画課
TEL（06）6947－4370
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　大阪府中小企業団体中央会では、三井住友海上火災保険株式会社との共催により、
８月５日（木）オンラインセミナーにて、令和３年度第１回共済事業セミナーを開催
いたしました。
　講演のテーマは、「ポストコロナ時代の『労務管理』と『リスク対策』～新しい働き方
に潜むリスクと対策～」、講師は、三井住友海上経営サポートセンター経営リスク 
アドバイザーの山下賢二氏。
　新型コロナウイルス感染症の影響として、企業におけるワクチン接種に関する休暇
や労働時間の取扱い等の人事労務対応、労使間のギャップから発生する労務トラブル
など、コロナ禍に備えるべき「労務リスク」の対応策として、労使間の契約内容・就業
規則の位置づけが非常に重要であると述べ、加えて、新型コロナと「労災保険」の関係
について、事例を基に分かり易く説明いただきました。
　続いて、ポストコロナ時代の新たな働き方として推進される「テレワーク」を導入する際のポイントや、新たに発生
するリモートハラスメント・コロナハラスメントの防止対策などについて解説され、最後に、従業員の健康保持・増進
の取組みが将来的に企業の収益性等を高める投資であるとし、「健康経営」や「SＤＧs」への取り組みは、これから
の時代に。“選ばれる魅力ある企業”のキーワードとなることを力説されました。
　終了後のアンケートには、「非常に参考になりました。早速、自社で取り組んでみます」「分かりやすい説明でとても
聞きやすかったです」等の意見が寄せられました。

令和３年度 組合代表者並びに
事務局責任者合同会議を開催

令和３年度第１回共済事業セミナー開催！
～ポストコロナ時代の「労務管理」と「リスク対策」について講演～

　大阪府中小企業団体中央会では、去る７月２８日（水）、シティプラザ大阪より
YouTube配信にて「組合代表者並びに事務局責任者合同会議」を開催し、９４名
のご参加を頂きました。
　最初に本会専務理事の柴田より開会挨拶の後、次の各テーマについて説明を頂き
ました。
（１） 「令和３年度大阪府中央会重点活動方針について」本会事務局長谷山より 

６つの重点項目について説明致しました。
（２） 「バーチャル組合総会／理事会の開催について」本会連携支援部長岸本より

今年５月に改正された組合法における組合総会の運営方法について説明致し
ました。

（３） 「中小企業等事業再構築促進事業について」（一社）大阪中小企業診断士会 
理事長池田朋之氏より事業概要、手続、手順等について説明を頂きました。

（４） 「大阪府中央会における共済事業について」大樹生命保険株式会社大阪支社長
峰岸健一氏より中央会共済制度の概要、取組策、組合員への対応等について
説明を頂きました。 大樹生命 峰岸大阪支社長

大阪中小企業診断士会
池田理事長

三井住友海上
経営サポートセンター

山下賢二氏



大阪府中小企業団体中央会

福利厚生制度

●新医療保険 ●長期障害所得補償保険
30%引●傷害保険 ●所得補償保険

まい・どリーム

スケールメリットを生かした
有利な中央会の制度をお役立て下さい。

（業種によって異なります。）
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30大阪中央
合同会社

阪神高速13号東大阪線

大阪中央合同会社
〈各種保険取扱代理店〉

Osaka Central Limited Liability Company

〒540-0029
大阪市中央区本町橋2番5号
　　　　　　　　　マイドームおおさか6F

TEL 06-6949-4371  FAX 06-6949-4372
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法人向け福利厚生共済制度
（特定退職金共済制度・オーナーズ
プラン・パートナーズプラン）

経営者・従業員総合補償制度
（まい・どリーム）

中央会マネーガード保険

業務災害補償制度

中央会ビジネスＪネクスト
（業務災害補償保険）
ビジネス総合保険制度
（企業総合賠償責任保険）

集団扱自動車保険制度

各種
共済制度のご案内
大阪府中小企業団体中央会
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大樹生命保険株式会社
■大阪支社　　（TEL）06-6225-0811　大阪府中央部など担当
■南大阪支社　（TEL）06-6621-2531　大阪府南部など担当
■北大阪支社　（TEL）072-644-2352　大阪府北部など担当
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大阪府中央会の行事予定　9・10月分
9月 9日（木）

行　事  中小企業のための無料法律相談会
ところ �大阪商工会議所　４階

9月13日（月）
行　事  第63回中小企業団体大阪大会
ところ �シティプラザ大阪　２階

9月27日（月）
~10月1日（金）

行　事  オンラインセミナー配信
　　　「インボイス制度の概要と実務対応のポイント」

10月12日（火）
~13日（水）

行　事  中小企業大学校サテライトゼミ
　　　「若手リーダーのためのモチベーションマネジメント」
ところ �大阪国際ビルディング

10月19日（火）
行　事  第２回共済事業WEBセミナー

　　　「新事業創出・新商品開発に使えるオープンイノベーションセミナー」

7月28日（水）
行　事  令和３年度組合代表者並びに

事務局責任者合同会議　　
（オンライン）

8月 5日（木）

行　事  第１回共済事業　　　
WEBセミナー

　　　 ポストコロナ時代の
　　　 労務管理とリスク対策

大阪府中央会の主な実施事業　7・8月分


